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災害から企業を守る
• BCP（事業継続計画）とは、企業が自然災害、大火災、テロ攻
撃などの緊急事態に遭遇した場合において、事業資産の損害
を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期
復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時に
おける事業継続のための方法、手段などを取り決めておく計
画のことです（中小企業庁）

• 政府の内閣官房国土強靭化推進室では、国土強靱化の趣旨に
賛同し、事業継続に関する取組を積極的に行っている事業者
を「国土強靱化貢献団体」として認証する制度を創設するた
め、平成２８年２月「国土強靭化貢献団体の認証に関するガ
イドライン」を制定しました（内閣府）

• ISO 22301は、事業継続マネジメントシステム（BCMS）に関す
る国際規格です。
地震・洪水・台風などの自然災害をはじめ、システムトラブ
ル・感染症の流行・停電・火災といった事業継続に対する潜
在的な脅威に備えて、効率的かつ効果的な対策を行うための
包括的な枠組みを示しています（ISO 22301 事業継続）

•



「レジリエンス」という言葉は大変便利な言葉

レジリエンス協会会長挨拶

林 春男国立研究開発法人防災科学技術研究所理事長

防災の世界では、日本語で「防災力」にあたる言葉がありませんでした。
これを“Vulnerability Reduction”と捉えてきました。そのため道具
が”Mitigation”であり、“Preparedness”でした。2005年に神戸で開催された
世界防災会議では、世界から災害を減らすために兵庫行動枠組みが採択さ
れました。それ以来”Resilience”という言葉が「防災力」という意味で市民
権を得て、あちこちで積極的に使われるようになりました。

防災の世界ではレジリエンスは抽象的概念ですが、あるところで「レジリ
エンス」は具体的でイメージしやすいといわれました。くしゃくしゃに
なっても元の形状に復元する「形状記憶」の合金や衣料がありますが、あ
の「形状記憶」の性質がレジリエンスだと教えてもらいました。心理学や
保健学の方たちもレジリエンスという言葉を大切なキーワードとしている
こともわかりました。こうしたレジリエンスという言葉が持つ含意の幅広
さは、組織の事業継続能力の向上を目指す「レジリエンス協会」の活動を
多くの方々に分かりやすくする上で重要な働きをしてくれると感じていま
す。
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新しい防災のパラダイムの確立
「リジリエンスモデル」

D = f (H,E,V)

R = f (D,A,T)
Resilience Model～しなやかな社会の実現を目指す～林春男（当時：京大防災研教授）
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九都県市首脳会議とは

構成員
埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県の知事、横浜市・川崎市・千葉市・さいた
ま市・相模原市の市長

会議の目的
九都県市の知事及び市長が、共有する膨大な地域活力を生かし、共同して広域
的課題に積極的に取り組むことを目的としています。

http://www.9tokenshi-syunoukaigi.jp/



南海トラフ巨大地震の震度分布
（強震動生成域を陸側寄りに設定した場合）

https://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/nteq/assumption.html







データ利活用協議会シンポ

平成２９年度

1. 6/23 発足会・記念シンポジウム

発足宣言

2. 9/19 第２回デ活シンポジウム

3. 1/16 第３回デ活シンポジウム

4. 3/ 1 成果報告会

（第４回デ活シンポジウム）

平成３０年度

1. 6/22 第１回デ活シンポジウム

2. 9/19 第２回デ活シンポジウム

3. 12/5 第 3 回デ活シンポジウム

2. 2/28成果報告会

（第４回デ活シンポジウム）
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日刊工業新聞
日本経済新聞等で報道



首都圏レジリエンスプロジェクト
データ利活用協議会・発足宣言

1. 産官学民が連携し、首都圏を中心とした地域のレジリエンス

力向上に貢献するための活動を実施する

⚫ 「学」は、災害・防災対策分野における企業・組織の課題解

決に活用できる研究成果を提供する

⚫ 「産」は、課題解決に貢献できる情報やデータを提供する

⚫ 「官」は、課題解決のための場や情報を提供する

⚫ 「民」は、圏域のニーズに係る情報を提供する

2. 地域・組織の強みをさらに向上させ、災害時にも確実な事業

継続につながるソリューションを創造する

3. デジタルデータを活用してレジリエントな社会の実現に貢献

する
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首都圏レジリエンスプロジェクト
データ活用協議会・参加登録企業／団体 ９６
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情報システム １０
災害・防災コンサルタント ７
建設 ８
通信 ４

観測機器 ６

測量 ３
地図 ３
コンサルタント ３

気象 ２
電機 ２
法律 ２
機械 ２
化学 ２
住宅 ２
建築 １

自治体 ３

研究機関 ８

団体 ７

その他 １１

出版１
検査 １
印刷 １
地質 １
製造 １
物流 １
保険 １
デザイン １
航空会社 １
電子機器 3

「産」 69 「官」

「学」

「民」

6.23デ活発足会時 87 



データ利活用協議会の構成
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１．会員
（オープンフォーラム）

２．分科会
(ワーキンググループ)

３．データ
共有

会員 分科会 データ

３つの関係イメージ



データ利活用協議会の活動

平成２９年度

1. 6/23 発足会・記念シンポジウム

発足宣言

2. 9/19 第２回デ活シンポジウム

3. 1/16 第３回デ活シンポジウム

4. 3/ 1 成果報告会

（第４回デ活シンポジウム）

平成３０年度

1. 6/22 第１回デ活シンポジウム

2. 9/19 第２回デ活シンポジウム

3. 12/5 第 3 回デ活シンポジウム

4.   2/28成果報告会

（第４回デ活シンポジウム）

デ活

• プロジェクトからの登壇者

abc から6名

• 企業からの登壇者

9社から10名

報告

• プロジェクトから2名

特別講演
24



平成２９年 デ活からの登壇者

地震観測網の充実

「 首都直下地震の人的被災を半数に～感震ブレーカーの果たす役割」日東工業

「MeSO-net観測網におけるデータ無線収集技術」 東芝研究開発センター

建物被害の早期把握

「戸建て住宅における被災度判定計GAINET（ガイネット）」 ミサワホーム

インフラ機能復旧のための事業継続訓練

「BCPに基づく災害対応拠点検討型防災訓練」NEXCO西日本

安全安心の回復を目指した被災者支援

「セコム災害支援プロジェクトと協議会への期待」セコム

都市機能の継続→標準化

「災害時における都市機能継続を目指したスマートシティ国際標準化」Panasonic

状況認識の統一のためのシステム機能

「非定型情報を扱うことを可能にした災害情報システムKADAN」NTTｾｷｭｱﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ研究所

情報インフラ基盤

「次世代のWeb GISの展望：GeoHUB等、基盤による個々のニーズへの対応」ESRIジャパン
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デ活会員企業第１号
東京ガス

東京ガス：地震センサー（SIセンサー）の波形データを利活用

過去地震のSIセンターデータの利活用

→防災科研の地震データと比較・検証中
26

No 発生日時（年/月/日 時:

分） 

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 震央地名 深さ km 波形数 

1 2011/3/11 14:46 9.0  三陸沖 24 3161 

2 2012/1/28 7:43 5.4  山梨県東部・富士五湖 18 146 

3 2011/04/16 11:19 5.9  茨城県南部 79 264 

4 2011/4/12 8:08 6.4  千葉県東方沖 26 187 

5 2011/4/11 17:16 7.0  福島県浜通り 6 554 

6 2011/03/15 22:31 6.4  静岡県東部 14 336 

7 2011/03/11 15:15 7.6  茨城県沖 43 1478 

8 2010/07/23 06:06 5.0  千葉県北東部 35 7 

9 2009/08/11 05:07 6.5  駿河湾 23 714 

10 2009/08/09 19:55 6.8  東海道南方沖 333 211 

 

• 東京ガス供給エリア内に約4,000基ある地区ガバナ（圧力調整器）に設置
（約１㎢ごとに分布）

• 震度6弱相当以上の揺れを感知すると、自動的でガス供給をストップ
• 供給指令センターから遠隔操作で遮断も可能

データ利活用協議会における企業との連携事例



東北地方太平洋沖地震時の震度分布
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東北地方太平洋沖地震時の震度分布
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サブプロ(a)

■２統括
・上石 勲（防災科研）
・田村圭子（新潟大）

■ ５つの研究課題
・７ 分担責任者
・13 分担研究者





陸海統合地震津波火山観測網
全国を網羅する、陸域と海域を
統合した地震・津波・火山の観測網

サブプロｂ：
官民連携による
超高密度地震動観測データの収集・整備



サブプロ(b)

■２統括
・酒井慎一（東京大）
・青井 真（防災科研）

■ ２つの研究課題
・８ 分担責任者
・21 分担研究者
・１ 研究協力者





実大三次元震動破壊実験施設

最新の技術を結集し、対環境性と経済性を重視

質量1,200トンの試験体を載せ､兵庫県南部地震クラスの強さで加振することがで
きる強大な加振力。
実際の地震のとおり、前後・左右・上下の三次元の動きを正確に再現できる

E-ディフェンス

サブプロc：
非構造部材を含む構造物の崩壊余
裕度に関するデータ収集・整備



サブプロ(c)

■２統括
・西谷 章（早稲田大）
・梶原浩一（防災科研）

■ ５つの研究課題
・9  分担責任者
・28 分担研究者



対応力

重大な
リスク

想定以上

その他の
リスク

リスクごとに異なる
専門性が必要

どのようなハザード
に対しても、

一元的・全庁的
な対応可能

地震

津波

洪水

火災

交通安全

感染症

不審者

ハザード

予測力
状況の変化に

応じてリスクを
評価する

予防力
被害を未然に

防ぐ

建設

福祉

教育

等

・
・

レジリエンスの構成要素
予測力・予防力に加え、連携により対応力を向上

暴露量

脆弱性

社会のあり方
被害の拡大を阻止し、
早期の復旧復興を

実現する

オリパラ

サブプロa：首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上
に資するデータ利活用に向けた連携体制の構築

サブプロb

サブプロc

サブプロa





出所日本経済団体連合会「新たな経済社会の実現に向けて～「Society 5.0」の深化による
経済社会の革新～」、2016年4月19日、https://www.keidanren.or.jp/policy/2016/029_gaiyo.pdf

https://www.keidanren.or.jp/policy/2016/029_gaiyo.pdf



